
１．課題と背景

１）課題

本稿の課題は，まず単位面積当たり自給飼料生産

乳量の長期変化を推計して，各種生産性の指標との

関連を示すことである。次にこの単位面積当たり自

給飼料生産乳量を規定する要因について近年の特徴

を示すこと。さらにこの指標の標準的な数値を示す

とともに，経営改善などに活用するための条件を整

理することにある。

２）背景

耕種作物では面積当たり生産量（土地生産性）が

重視され，単収が継続的に官庁統計に示されてきた。

しかし酪農では土地生産性に該当する「単位面積当

たり自給飼料生産乳量」については試験研究はされ

ているが，農協や行政による「営農相談」などの実

務ではほとんど使われて来なかった 。酪農におい

て土地生産性に該当する指標を利用するには，計算

上の複雑さを主な背景にして，以下の課題がある。

第１に，酪農の生産性指標として現実に利用可能

な標準値を示す必要があること。単位面積当たりの

自給飼料生産乳量について2000年代に入り，実験レ

ベルでの測定 や事例報告 は行われている。しか

し実在する多数の事例に基づく標準的な指標は示さ

れてこなかった 。

第２に，単位面積当たりの自給飼料生産乳量が長

期的にどう変化し，その理由は何かという基本的な

動向を明確にする必要があること。農業における技

術発展の評価には労働生産性と土地生産性との長期

的な関連を示すことが，まず基本的な作業となる 。

酪農においてはしばしば搾乳牛一頭当たりの生産乳

量を用いて技術発展が議論された。例えば「いうま

でもなく，北海道における1975年以降の急速な個体

乳量の増加は購入飼料，なかでも濃厚飼料に依存し

て達成された」 と使用されるが，穀物価格が際立っ

て優位となったのは1985年以降となる。また1970

年代には機械化が進み，飼料の収穫調製作業も効率

化し，品質は改善し得た 。生産性の長期的な動向か

ら技術発展の経過をとらえ直すことが今後の方向を

示す一助になると思われる。

第３に，単位面積当たり自給飼料生産乳量を向上

する対策を広い視点で整理する必要があること。例

えば，「各農家のおかれている地域…に見合った土地

利用方式を選択すべき」 としながらも「乳牛に給与

する…各種粗飼料の給与量は，結果的に放牧地，採

草地，トウモロコシ畑の作付面積とその比率によっ

て決定される」「いずれの地域もトウモロコシを作

付体系に含めることによって土地からの乳生産が向
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上した」 と試算されている。しかし現実にはトウモ

ロコシの作付が困難な地域は多く，加えて酪農では

作付作物から生乳生産に至る過程に極めて多くの要

因が介在する 。作付作物や飼料給与だけではなく

飼養管理等を含めて，できればコストや収益性を含

めて経営全体の改善対策を広く明確にする必要があ

る。

２．方 法

１）単位面積当たり自給飼料生産乳量の算出方法

第１に，単位面積当たり自給飼料生産乳量は，以

下の式で計算できる 。

単位面積当たり自給飼料生産乳量(kg/ha)＝

生産乳量(kg)×
TDN自給率(％)

100

自給飼料栽培面積(ha)

………………式１

第２に，単位面積当たり自給飼料生産乳量の主な

要因を以下の様に分解できる。

単位面積当たり自給飼料生産乳量(kg/ha)＝

生産乳量(kg)

搾乳牛飼養頭数(頭)
×

搾乳牛飼養頭数(頭)

自給飼料栽培面積(ha)
×

自給飼料TDN給与量(kg)

自給飼料TDN給与量(kg)＋購入飼料TDN給与量(kg)

…………式２

単位面積当たり自給飼料生産乳量(kg/ha)＝

搾乳牛当たり生産乳量(kg/頭)×面積当たり搾乳牛頭数

(頭/ha)×

1

1＋
∑購入飼料給与量(kg)×TDN含量(％)

∑自給飼料給与量(kg)×TDN含量(％)

…………式３

式３のようにこの生産性の主要因は，前半の面積

当たり搾乳牛頭数と搾乳牛当たりの生産乳量など生

産方法の基本指標，そして後半の各自給飼料・購入

飼料の給与量と TDN含量（％）による給与飼料の指

標に分けられる。これら主要因の影響を知る必要が

ある。

この他に計算式に組み込みにくい，生産規模，繁

殖成績，乳質，労働力人数，作業時間なども含めて

分析すべきだろう。例えば生産規模の拡大により省

力的な機械の導入が可能となり，自給飼料の品質が

向上して生産乳量を高め得る。また繁殖成績の不振

は年間の生産乳量の減少となって生産性を低めるか

もしれない。

以下では，簡便にするためこの単位面積当たり自

給飼料生産乳量を土地生産性と表記し，乳量は４％

乳脂肪補正したものを使用する。

２）分析の材料

分析の材料として，以下のデータを使用する。

第１に，農林水産省「生乳生産費調査」（1965年～

2010年，北海道）に示されている搾乳牛通年換算１

頭当たり「流通飼料及び牧草の使用数量」を使用す

る。購入飼料や自給飼料の品目別の現物給与量とな

る。また生産の基本指標については生産乳量，搾乳

牛頭数，飼料栽培面積，作業時間，農業従事者人数

などを，さらに飼養管理については分娩日数，乾乳

日数，乳房炎日数などを用いる。

第２に，独立行政法人農業・食品産業技術総合研

究機構編『日本標準飼料成分表（2009年度版）』をも

とに，現物給与飼料の TDN含量（％）を利用する。

３）前提条件

データの制約から以下の前提条件のもとに，現実

に合わせる若干の工夫を加えた。

第１に，「生産費調査」では，調査全戸または規模

階層の平均値を用いるため，例えば調査農家全体や

階層による地域的分布が年代によって移動しうるこ

とは無視している。１会計年度のデータであるため

季節による変化なども考慮していない。

第２に，飼料成分は『日本標準飼料成分表』に基

づくため，実際に給与した飼料の栄養価と以下の様

に異なる 。まず分析期間全体において，各飼料ごと

の TDN含量（％）は不変としている。つまり各飼料

ごとの品質の向上は考慮していない。さらに標準値

が全国値のみ表記の場合はこれを使用し，加えて北

海道内の地域的な差も考慮していない。

第３に，放牧については，１時間当たり乾物摂取

量を１kgとし ，乾物中 TDNを73.5％と固定し

た。得られるデータは「生産費調査」では年間平均

の１頭当たり放牧時間のみであり，『日本標準飼料成

分表』では「放牧草の組成，栄養価」 のみとなり，
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放牧草の給与量は実データがない。したがってこの

間の放牧技術の向上も考慮してはいない。

これらを踏まえ，より現実に合わせるための最低

限の試行として，自給飼料のうち近年では大半を占

める混播牧草サイレージの現物中 TDN含量（％）を

まず最高の17.3％（混播牧草，チモシー主体，出穂

期）として分析し，のちに含量（％）を下げた場合

を示した 。

４）分析の手順

第１に，各種生産性とその要因の推移1965年～

2010年について図表で概観する。はじめに基本的な

生産性指標として使われる労働生産性，個体乳量（乳

牛の生産性），土地生産性の推移を示し画期的な変化

の時期を区分する。つぎに土地生産性の主要因とな

る項目の推移を示し，上の変化の近年の特徴を示す。

さらに生産性が画期的に変化した２つの期間につい

て，搾乳牛飼養頭数階層別に土地生産性とその主要

因を示し，スケールメリットを確認する。

第２に，主要自給飼料となる混播牧草サイレージ

の TDN含量（％）を変更して，現実に合わせた土地

生産性とその要因の変化，スケールメリットの変化

を図表で概観する。

第３に，土地生産性の要因について重回帰分析を

行う。統計で示される規模階層ごとの平均値をそれ

ぞれ１農場に見立てて，上記の２つの期間の分析結

果を比較して，土地生産性の主要因の変化を示す。

また混播牧草サイレージの栄養価を低く設定した場

合の土地生産性の要因を同様に分析する。

最後に，以上を包括して，年平均値や標準値を利

用した本分析の方法と，現実の酪農経営の置かれる

状況を踏まえて，この生産性指標を経営改善に活用

するための条件を考察する。

３．結 果

１）生産性と要因変化の概観

⑴ 生産性変化の画期

混播牧草サイレージの TDNは17.3％に固定し

て，生産性の推移を検討する。

図１に各生産性の推移を示したが，以下の画期に

分けることができる。まず1970年代には労働生産性

（作業100時間当たり生産乳量），乳牛生産性（搾乳

牛１頭当たり生産乳量），土地生産性（単位面積当た

り自給飼料生産乳量）全てが増加した「並進期」と

いえる。以後，労働生産性は一貫して増加し続けた

が，1990年代には土地生産性が明瞭に停滞し，2000

年代には乳牛生産性もゆるやかになり「停滞期」と

なった。この間の80年代～90年代は「中間期」とし

ておこう。

⑵ 生産性の要因変化

表１には，10年ごとに期首を100とした指数で生

産性とその要因となる指標を示した。1970年代の

「並進期」と2000年代の「停滞期」に置ける生産性

北海道酪農における単位面積当たり自給飼料生産乳量の変化とその要因

増子（2004）p.3では，出口（2003）をもとに，サイレー
ジについて，北海道平均の TDN含量などが『日本標準飼
料成分表』に満たないことを指摘している。

図1 酪農における生乳生産性の推移（1965-2010年，北海道)
資料：農林水産省『生乳生産費調査』各年および独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構編『日本

標準飼料成分表（2009年版）』により TDNの給与量，自給率を算出した。

注：牧草サイレージの TDN含量は17.3％とした。生産乳量は4.0％FCM。敷き料は計算に含めていない。

作業100時間当たり生産乳量には1965－67年は飼料生産が含まれない。
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の主要因に注目すると，以下の点が指摘できる。

第１に，「並進期」の1970年代に土地生産性は

1.87倍に高まったが，その経過は次の様に説明でき

る。まず生産方法について，飼料生産面積は1.70倍

に増加したが，搾乳牛頭数は3.12倍にさらに増加し

たため，面積当たり搾乳牛頭数も1.83倍に増加し

た。面積当たり搾乳牛頭数の増加は飼料の需要増と

なり，これに対応して単位面積当たりの TDN給与

量は，購入飼料で2.52倍となったと同時に，自給飼

料も1.49倍となった。自給飼料 TDN給与量の内訳

では，デントコーンサイレージの3.20倍を筆頭に，

牧草サイレージも1.34倍に，乾草も1.27倍へ，放

牧草も1.63倍に増加した。購入飼料以外にも自給飼

料の給与量が増加して，この時期に生産性が並進し

たと理解される。

第２に，「停滞期」の2000年代に変化指数は小さ

い。規模は搾乳牛飼養頭数と飼料生産面積それぞれ

が1.2倍程度と並行して拡大したため，面積当たり

搾乳牛頭数は1.01倍でほとんど変化しなかった。面

積当たりの飼料 TDN給与量も購入飼料は1.05倍，

自給飼料も1.00倍と落ち着いた。しかし自給飼料の

内訳は大きく変化し，とくに牧草サイレージが1.22

倍に増加し，逆に乾草は0.53倍，放牧草は0.86倍

に減少した。この前の「中間期」（1980年代～1990年

代）から牧草サイレージのみが1.18～2.27倍と増加

して他の飼料が年々減少した傾向が「停滞期」にさ

らに継続した。

このように1970年代の「並進期」には土地生産性

の増加に並行し自給飼料が多様化したが，2000年代

の「停滞期」には自給飼料の単一化を伴った。

⑶ 規模階層別の土地生産性とその要因の変化

規模拡大と土地生産性の関係について，スケール

メリットが発揮されたか否かという点を検討する。

まず図２には，頭数階層別の土地生産性を５年お

きに示した。1970年代では頭数規模と土地生産性に

規則性は不明確だったが，2000年代には絶えず最大

の頭数規模階層で最大の土地生産性となっているた

表1 生産性と基本指標の変化指数
（単位：各期首を100とした指数)

1970～

1980

1980～

1990

1990～

2000

2000～

2010

土地生産性 187 114 104 102

生産性 労働生産性 207 173 130 122

乳牛生産性 117 130 112 106

搾乳牛飼養頭数 312 148 152 125

面積当たり搾乳牛頭数 183 102 107 101

規模など
飼料生産面積 170 145 142 124

生産乳量（脂肪率４％換算） 365 193 170 132

農業従事者数 104 100 93 100

合計作業時間 176 111 130 109

分娩間隔 100 96 106 104

繁殖など 乾乳期間 99 96 100 94

乳房炎期間 3,750 133 55 91

搾乳牛一頭当たり購入飼料 TDN 137 123 125 104

面積当たり 総 TDN 169 97 113 103

飼料給与量 自給 TDN 149 85 101 100

購入 TDN 252 125 133 105

TDN自給率 88 88 89 98

サイレージ合計 208 87 157 120

デントコーンサイレージ 320 67 79 114

牧草サイレージ 134 118 227 122自給飼料の内訳

（面積当たり TDN量） 乾草 127 85 49 53

生草 26 14 22 0

放牧草 163 86 96 86

資料：図１に同じ。

注１：図１の注に同じ。

注２：各期間の期首年を100とした期末の指数を示した。乳房炎期間は1970年0.4日から1980年15日となっ

たもので，飼養頭数が7.8頭と少ないことによって誤差が大きくなったものと理解される。
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め，スケールメリットが生じているようにみえる。

そこで図３には，「並進期」の1970年代と「停滞

期」の2000年代に分けて，生産性と飼養管理の基本

指標を規模階層ごとに平均値を示した。ただし「停

滞期」では階層区分が途中で変更したため，2005年

以降のみを平均した。

土地生産性が大規模ほど高くなる「スケールメ

リット」の傾向は，かつての1970年代には見られな

いが，2000年代にはかなり明瞭になる。そしてこの

要因として，乳牛生産性が高く，面積当たり搾乳牛

頭数が多いことがあげられる。特に面積当たり搾乳

牛頭数のラインは，土地生産性（単位面積当たり自

給飼料生産乳量）のラインとおおむね並行している。

さらに図４に単位面積当たり TDN給与量を規模

階層毎に示した。「並進期」1970年代には階層間に給

与量の違いは見られるが，「停滞期」2000年代では極

めて明瞭となっている。2000年代では自給飼料の構

成は20～30頭以下では，各種それぞれ混合した状態

だが，50～80頭以上では牧草サイレージが圧倒して

いる。「並進期」1970年代では，この規模階層による

自給飼料の構成差はこれほど明瞭でなく，多頭数飼

養で最大の自給飼料は放牧草となっていた。

ただし，「スケールメリット」が顕著になった点は，

横軸の搾乳牛頭数階層が1970年代と2000年代とは

大きく異なるため慎重に確認する必要がある。より

明快な点は，牧草サイレージへの「単作化」と言え

る。これにより自給飼料の TDN給与量が計算の上

では確保され，結果的に土地生産性が高まったこと

になる。つまり混播牧草サイレージの TDN含量

（％）を標準値の中で「最高」に設定して計算する限

りにおいて，「スケールメリット」は生じたことにな

る。

２）サイレージの栄養価を低下させた場合の概観

そこで混播牧草サイレージの TDN含量（％）を，

『標準飼料成分表』の混播でチモシー主体の中で「最

低」の13.5％，さらに指標値に満たない「不良」な

10.0％の場合を設定して「最高」の17.3％と比較す

る。

図５に示した土地生産性は，「最高」「最低」「不良」

の順に低い位置に示される。2010年時点では「最高」

と比べると「不良」では628kg（10.6％）の低下に

なる。時系列では1990年ころから差違が明瞭になっ

た。TDN含量（％）が「不良」の場合では，土地生

産性は1990年がピークで，その後は低下したことに

なる。

この「不良」の場合には，先の「スケールメリッ

ト」もまた次の様に不明瞭となる。

図2 単位面積当たり自給飼料生産乳量の推移（北海道，搾乳牛頭数階層別，1970-2010)
資料：図１に同じ。注：図１に同じ。

5北海道酪農における単位面積当たり自給飼料生産乳量の変化とその要因



図６には，混播牧草サイレージの TDN含量（％）

を変更して規模階層別に土地生産性を示した。「不

良」の場合は「最高」の場合よりも，大規模ほど土

地生産性は大きく下がり「スケールメリット」は不

明瞭となる。これは多頭数規模ほど牧草サイレージ

への単一化が進んだことによる。

本稿の冒頭で式３に示した様に，土地生産性（単

位面積当たり自給飼料生産乳量）の変数には，飼料

の TDN含量（％）が含まれている。仮に牧草サイ

レージだけではなく，乾草やデントコーンサイレー

ジについても TDN含量（％）を操作すると，年次的

な推移や規模階層差を示したカーブも変わり得る

図3 単位面積当たり自給飼料生産乳量と基本指標（規模階層別)
資料：図１に同じ。注：図１に同じ。

図4 単位面積当たり TDN給与量（規模階層別)
資料：図１に同じ。注：図１に同じ。
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が，全てを現実に合わせて操作することは不可能に

近い。

これまでの前提条件に限定して「生産費調査」を

基にした標準的な土地生産性を算出し得ることにな

る。その水準は，図５における2000年代の各年の平

均値を混播牧草サイレージの TDN含量（％）を変化

させた上で，最小値と最大値を取ると5.1～6.1t/ha

と推計される。

３）面積当たりの自給飼料生産乳量の要因解析

これまで土地生産性の推移とその要因および規模

階層差を図表により概括してきた。次に各種の要因

がどう影響したかを重回帰分析で示す。

各年の各階層平均の値を１つの農場に見立てて分

析を試みる。この場合，年次による影響の変化を把

握することが本稿の課題であるため，「並進期」1970

年代と「停滞期」2000年代とで分析結果を比較する。

また「スケールメリット」を評価するために，搾乳

牛飼養頭数や労働時間を含め，幅広く要因を分析す

るために繁殖成績や乳質を含めた。また実態に適用

する試行のために混播牧草サイレージの TDN含量

（％）を変えて分析した。

表２には，まず1970年代および2000年代につい

て混播牧草サイレージの TDN含量17.3％の場合

を，さらに2000年代については TDN含量10.0％

の場合を分析した結果を示した。

いずれも修正 R２乗は0.9以上で十分説明してい

る。以下の点を指摘できる。

第１に，混播牧草サイレージの TDN含量（％）を

「最高」の17.3％とした場合では，２期間ともに危険

図5 牧草サイレージ TDN含量と面積当たり自給飼料生産乳量
資料：図１に同じ。注：図１に同じ。ただし牧草サイレージの TDN含量（％）を変更した。

図6 頭数階層別の単位面積当たり自給飼料生産乳量

（牧草サイレージ TDN含量変更，2005-2010）
資料：図１に同じ。

注：図１に同じ。ただし牧草サイレージの TDN含量（％）を変更

した。
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率１％で有意となった共通の要因は以下になった。

まずマイナス要因は搾乳牛当たり購入飼料 TDN給

与量で，またプラス要因は，搾乳牛当たり生産乳量，

面積当たり搾乳牛頭数，自給飼料のうち牧草サイ

レージと放牧草の TDN給与量となる。これらは冒

頭の計算式３と計算上で合致している。

第２に，２期間での相違点に注目すると，まず２

期間ともに危険率１％水準で有意となった要因につ

いて，標準偏回帰係数の変化に注目する。搾乳牛当

たり購入飼料 TDN給与量はマイナス0.255からさ

らにマイナス0.393に影響を強めた。面積当たり各

種自給飼料 TDN給与量はプラスに影響を強めた。

特に牧草サイレージは0.071から0.562へ，また放

牧も0.298から0.494に高まった。また危険率１％

水準で有意となった要因も変わり，新たにマイナス

要因として農業従事者人数と分娩間隔が，プラス要

因として自給乾草とデントコーンサイレージ TDN

給与量が加わった。

第３に，混播牧草サイレージの TDN含量を

17.3％から10.0％に下げると，他の飼料は，例えば

購入飼料はさらにマイナスに，放牧はさらにプラス

に影響が強まる。これに加えて，労働時間の増加も

マイナス要因として危険率１％水準で有意となる。

第４に，「スケールメリット」についてあらためて

検討すると，搾乳牛飼養頭数の標準偏回帰係数は一

貫してマイナスだった。1970年代は１％で有意な水

準であったが，2000年代では有意ではない。ただし

混播牧草サイレージの TDN含量を10.0％に下げ

ると搾乳牛飼養頭数は危険率１％で有意な水準とな

る。スケールメリットが生じたと積極的に示すこと

は難しい。

４．考 察

１)単位面積当たり自給飼料生産乳量の推移と変

化要因

⑴ 標準値

土地生産性，つまり単位面積当たり自給飼料生産

乳量は，「生産費調査」を基にすると，2000年代にお

いて5.1～6.1t/haと推計し得た。これは混播牧草

サイレージの TDN含量（％）を17.3％～10.0％ま

で変動させ，かつ各年平均の最大値，最小値をとっ

た水準である。既往研究と比較すると2000年代に行

われた目標値と言える「可能性試験」の結果6.2～

14.9t/haには及ばないが「実態調査」による結果

3.7～6.0t/haの範囲のほぼ上方に位置してい

る 。ここでの分析結果は理想的な目標値ではなく

一定の標準値を示している。実務的には，例えばこ

れよりも１t以上も低い４tの場合には，改善の余地

表2 単位面積当たり自給飼料生産乳量の重回帰分析の結果

混播牧草サイレージの TDN17.3％時 同右10.0％時

1970-1980年 2000-2010年 2000-2010年

標準偏回帰
係数 P値 判定

標準偏回帰
係数 P値 判定

標準偏回帰
係数 P値 判定

農業従事者人数 －0.0233 0.2951 －0.0610 0.0003 ＊＊ －0.0504 0.0532

直接労働 －0.0561 0.1635 －0.0601 0.0934 －0.1844 0.0020 ＊＊搾乳牛当たり
時間 自給牧草 0.0073 0.8410 0.0506 0.0334 ＊ 0.0419 0.2675

搾乳牛飼養頭数 －0.1029 0.0063 ＊＊ －0.0336 0.3900 －0.2770 0.0000 ＊＊
搾乳牛当たり生産乳量 0.5301 0.0000 ＊＊ 0.5829 0.0000 ＊＊ 0.7143 0.0000 ＊＊
面積当たり搾乳牛頭数 0.7426 0.0000 ＊＊ 0.7387 0.0000 ＊＊ 0.8191 0.0000 ＊＊

乳房炎期間 0.0013 0.9176 0.0136 0.2319 0.0196 0.2845
乾乳期間 0.0537 0.0001 ＊＊ －0.0123 0.2094 －0.0216 0.1703
分娩間隔 －0.0125 0.3104 －0.0247 0.0060 ＊＊ －0.0400 0.0057 ＊＊

搾乳牛当たり購入飼料 －0.2554 0.0000 ＊＊ －0.3927 0.0000 ＊＊ －0.5191 0.0000 ＊＊

生草 0.0015 0.9337 －0.0034 0.7362 0.0235 0.1531
乾草 0.0309 0.0435 ＊ 0.2784 0.0000 ＊＊ 0.4009 0.0000 ＊＊

Ｔ
Ｄ
Ｎ
給
与
量

牧草サイレージ 0.0707 0.0035 ＊＊ 0.5615 0.0000 ＊＊ 0.5001 0.0000 ＊＊

面
積
当
た
り

自
給
飼
料 DCサイレージ －0.0074 0.7979 0.2068 0.0000 ＊＊ 0.2939 0.0000 ＊＊

放牧草 0.2978 0.0000 ＊＊ 0.4943 0.0000 ＊＊ 0.6887 0.0000 ＊＊
その他 0.0311 0.1342 0.0070 0.4729 0.0208 0.1860

N 73 68 68
修正 R２乗 0.9923 0.9967 0.9915

資料：図１に同じ。

注：図１に同じ。ただし混播牧草サイレージの TDN含量（％）を変更した。DCはデントコーンの省略。

中辻（2009）p.82，を参照した。
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があると使用する可能性は出てくるだろう。

⑵ 変動と要因

第１に，土地生産性（単位面積当たり自給飼料生

産乳量）は，1990年以降は停滞したが1970年代には

増加した。土地生産性は一定の条件において増加し

たことになる。酪農の生産性は購入飼料に依存して

搾乳牛１頭当たりの生産乳量を増加しただけではな

く，土地生産性を増加する技術発展の芽がかつて見

られたと理解される。1970年代では，飼料作物と調

製方法の多様化に伴って生産性が並進したこと。

2000年代では牧草サイレージへの単一化に伴って

生産性が停滞した。この２期間を対照的に見ると飼

料生産をどう適切に多様化するかが重要な課題と思

われる。

第２に，土地生産性の要因として40年間に一貫し

て共通したことは，まずプラス要因として面積当た

りの自給飼料給与量と搾乳牛頭数の増加，１頭当た

り生産乳量の増加となる。またマイナス要因として

購入飼料給与量が示された。従って多くの農業者に

とって，この土地生産性を高める方法は，まず購入

飼料を増やさずに，かつ自給飼料を増収して，加え

て面積当たりに頭数を増やし，さらに個体乳量を増

加させるというように一連の改善をバランス良く進

めることになる。これは冒頭の数式３と一致して計

算の上で正しく，多くの農業者などが肯定できる方

向と思われる。

第３に，土地生産性の要因について近年の特徴は，

かつてと比べて以下の様に変化した。まず購入飼料

がマイナス要因として明確になり，各自給飼料の面

積当たり TDN給与量を高めることがプラス要因と

して明確になったこと。かつて購入飼料への依存が

急速に進んだ後，近年は自給飼料増産の重要性が増

したという，多くの農業者の実態を反映した結果と

みられる。またサイレージの TDN含量（％）を低く

設定すると，放牧草の影響が高まった。良質サイレー

ジの収穫が難しい地域について，放牧草が重要なこ

とを示している。さらに分娩間隔や労働時間もマイ

ナス要因となった。こんにちの疾病や労働時間の増

加などの実態が，ここに反映していると思われる。

２)単位面積当たり自給飼料生産乳量の活用に向

けた条件

最後にこの指標を活用するための条件は，以下の

ように整理できる。

第１に，コストや収益性との関係を明確化する必

要なこと。面積当たり自給飼料生産乳量の一定水準

以上への増加が，コストの増加，収益性の低下にな

るのであれば，これを無理に進めることは経営とし

て好ましい選択ではない。公表された「生産費調査」

を活かすのであれば，次のステップとして，本稿で

は触れなかった経済的な評価をさらに分析する価値

が高い。

第２に，この指標を算出する的確で簡易な方法を

提示すること。生産性が簡易に計算できなければ，

広くは利用されない。今回の分析に使用した「生産

費調査」の掲載飼料の品目は100を超えており，

TDN自給率の算出に多大な労力を要する。個々の

農業者ではより少品目とはいえ，各飼料の TDN含

量（％）の分析を経て実測する作業が必要となる。

放牧が含まれる場合には採食量の計測を必要とす

る。仮に毎日の TDN給与量を積み上げて正確に

年々計算することは，経営管理業務として現実的で

はない。本稿での分析に際して，簡易な方法として

「購入飼料のエネルギーは全て泌乳に使われる」と仮

定した自給飼料生産乳量，あるいは放牧による乳量

を「逆算」する推計 も試みた。その結果はここで示

した TDN自給率で案分する方法と大きく乖離して

いた。おそらく「生産費調査」に示されている１会

計年度の集計値を使用した限界とも考えられる。実

務的には例えば月ごとに最低限のデータを収集して

推計するなど簡易な手法 が多くの分析結果から示

されることが望ましい。ただし，試験結果や事例調

査では，算出方法がしばしば明記されていない 。算

出が煩雑なために明記が難しいことと思われる。

第３に，目標となる生産方法が適切に紹介される

必要がある。目標となる体系的な生産方法を示さず

に，数値目標だけを示すことは実効的と思われない。

そして既往の試験結果では採草地よりも放牧地から

の単位面積当たり生産乳量が高いこと，事例調査で

は個別農家の間での差が激しい結果も示されてい

る 。また本稿では土地生産性の要因に近年は繁殖

成績や労働時間がマイナス要因となった結果を示し

北海道宗谷支庁（2002）pp.5-6を参照した。
イングランドでは月ごとの「放牧日数単位」で計算してい
る。計算には放牧地の草量に関する観察などを要する。

http://eservices.ruralni.gov.uk/eservices/tools/dairy/

milk from forage/milk from forage help.htm
北海道農政部（2009）の p.14以降の事例でも自給飼料生
産 TDNを測定した方法が明記されていない。既往論文
にも調査方法や試験方法が明記されないケースがいくつ
か見られた。
中辻（2009）p.80では採草地の方が面積当たり自給飼料
生産乳量が高いことが示されている。また北海道農政部
（2009）p.27で「放牧牛の採食量」について個別差が大き
いことを，中辻（2003）p.33でも放牧地からの乳生産が
農家によって大きく異なることが示されている。
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た。土地生産性の高い理由は，土地利用や放牧方法

だけではなく牛群構成や繁殖管理，作業の時間や方

法などと合わせて，経営全体としてその示される必

要がある。仮に本稿の結果を指標とするならば，こ

れより著しく高い成果をあげている農家の実例を全

体的に分析することが求められることになる。
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要 約

生乳生産費調査を基に単位面積当たり自給飼料生

産乳量の長期変化を1965年から2010年にかけて推

計して，他の生産性の指標との関連を示した。また

単位面積当たり自給飼料生産乳量を規定する要因に

ついて近年の特徴を示した。この指標の標準的な数

値を示し，経営改善などに活用するための課題を整

理した。

主な結果は以下となった。第１に，この指標は

1970年代に，他の生産性指標と共に増大した。この

時期は自給飼料の多様化を伴った。第２に，この指

標は1990年以降に停滞した。この時期には，自給飼

料は牧草サイレージに単一化した。この指標に牧草

サイレージの品質が大きな影響を与えるようになっ

た。第３に，この指標の標準値は2000年代で5.1～

6.1t/haと推計された。

Abstract
 

The long-term change in milk yield from home-

grown forage per farmland was estimated,and its
 

relationship with the index of other indicators of
 

milk productivity was shown from 1965 to 2010,

on the basis of the investigation of fresh milk
 

production costs. Moreover, factors that affect
 

milk yield from home-grown forage per farmland
 

were discussed. Further,the standard numerical
 

value of this index was revealed, and issues to
 

improve dairy management were identified.

The following results were observed. In the
 

1970s, the index increased with productivity and
 

other indicators. The increase was accompanied
 

by diversification of home-grown forage during
 

this period. Furthermore, this index was stag-

nant from 1990 to 2010. During this period,

home-grown forage was unified in grass silage.

Therefore,grass silage quality now has a major
 

impact on this index. In addition, the standard
 

value of this index was estimated to be 5.1-6.1
 

t/ha in the 2000s.
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